様式第１号（第５条関係）

令和　年　月　日
　公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
名　　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付申請書

　標記補助金の交付について、県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第５条第１項の規定により補助金の交付を申請します。

記

　１　補助金交付申請額
　　　　　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　円

　２　申請関係書類
　　（１）補助事業計画書（別紙１）
　　（２）支出内訳書（別紙２）
　　（３）収支予算書（別紙３）
　（４）誓約書（別紙４）
　
　３　添付書類
　　（１）事業に必要な経費の根拠となる資料（見積書等）
[bookmark: _Hlk228606053]　　　　　（【該当する場合】県内に事業所を持たない企業等に発注する場合の理由書）
　　（２）３か月以内に発行された申請者の県税納税証明書（県税に未納がないことを証明する書類）
　　（３）【法人の場合】登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
【個人の場合】開業届
　　（４）会社概要がわかる資料
　　（５）【該当する場合】ひめボス宣言事業所、スゴ技企業、DX認定企業であることがわかる資料（認定書の写し等）



【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。

（別紙１）
補助事業計画書

１．申請者の概要
	[bookmark: _Hlk164247312]（１）申請者の概要
	会社名
	

	
	本社所在地
【募集要領３（１）】
	

	
	資本金
	

	
	従業員数
	

	
	主な事業内容
	

	
	認定区分
本申請で該当するものだけを選択（■）
【募集要領５】
	① ☐ひめボス宣言事業所
☐スゴ技企業　　　　　 … 補助率３／４
☐ＤＸ認定企業
② ☐上記①以外 ……………… 補助率２／３

	（２）申請の担当者
	部署名
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



２．申請の目的等
	（１）申請目的【募集要領２】
本補助金を活用した、複数年先も見据えた採用活動強化につながる取組を記載してください。

	










	（２）申請メニュー【募集要領４（１）】
募集要領４（１）記載の①～⑦の中から、２つ以上を選択（■）して申請してください。

	☐①合同企業説明会への出展費用
☐②職場体験や内定者フォローの内容充実に係る資料等の作成費用
☐③事業所等の紹介パンフレットの刷新、採用ＨＰ新設・改修、ＰＲ動画の製作、ＳＮＳ活用等に係る委託料
☐④新たに企業説明会への出展や大学で自社ＰＲ等を行うために要する旅費
☐⑤就職情報サイトの登録利用料
☐⑥求人募集の広告費
☐⑦採用強化のための社員研修費



（別紙１）続き

３．採用充足率【募集要領３（２）】
☐新卒採用を行っている　　→　新卒採用について記載してください。
☐新卒採用を行っていない　→　中途採用について記載してください。
	
	令和５年度（A）
	令和６年度（B）
	令和７年度（C）
	３か年度合計（A+B+C）

	採用実績
	人
	人
	人
	①
	人

	採用計画
	人
	人
	人
	②
	人

	令和５～７年度の採用充足率（①／②×100）
※小数点第二位以下切り捨て
	
	％



	審査の参考とするため、申請者のウェブサイトの採用ページURLを記載してください。
（採用ページがない場合は、申請者のウェブサイトのURLを記載してください。）

	https://




（別紙２）
支出内訳書

１．補助対象経費【募集要領４（１）】
（利用しない区分の欄は適宜削除してください。行の不足があれば適宜追加してください。）
	区分
	内容
	金額（税込）
	金額（税抜）

	①合同企業説明会への出展費用
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	②職場体験や内定者フォローの内容充実に係る資料等の作成費用
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	③事業所等の紹介パンフレットの刷新、採用ＨＰ新設・改修、ＰＲ動画の製作、ＳＮＳ活用等に係る委託料
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	④新たに企業説明会への出展や大学で自社ＰＲ等を行うために要する旅費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑤就職情報サイトの登録利用料
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑥求人募集の広告費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑦採用強化のための社員研修費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	
	（合計欄）
補助事業に要する
経費（Ａ）
	（合計欄）
補助対象経費（Ｂ）

	
	円
	円









（別紙２－１）

１－１．旅費の内訳【募集要領４（１）②④】
（上記１②及び④で旅費に該当がある場合のみ、その内訳を入力してください。該当がない場合は、このページの提出は不要なので、削除してください。行の不足があれば適宜追加してください。）

【１②に係る旅費】
	区分
	内容
	旅費（税込）
	旅費（税抜）

	[bookmark: _Hlk228261884]１人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	１人目計
	円
	円

	２人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	２人目計
	円
	円

	１②旅費小計（Ｃ）
	円
	円


（注１）内定者研修を開催するため、申請者が負担する内定者の旅費の内訳を記入してください。
[bookmark: _Hlk229149013]（注２）補助対象経費の上限は１人当たり３万円（税抜）です。ただし、片道交通費は１人当たり１万円（税抜）、宿泊費は１人当たり１泊１万円（税抜）が上限です。

【１④に係る旅費】
	区分
	内容
	旅費（税込）
	旅費（税抜）

	１人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	１人目計
	円
	円

	２人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	２人目計
	円
	円

	１④旅費小計（Ｄ）
	円
	円


（注３）本補助金の申請を機に、新たに県内外の合同企業説明会等や大学訪問等を行うためにかかる旅費の内訳を記入してください。既に定期的に行っているものは対象外です。
（注４）補助対象経費の上限は１人当たり５．５万円（税抜）です。ただし、片道交通費は１人当たり２万円（税抜）、宿泊費１人当たり１泊１．５万円（税抜）が上限です。

	
	旅費（税込）合計
	旅費（税抜）合計

	旅費合計（Ｃ＋Ｄ）
	円
	円


（注５）１②及び④の旅費の補助対象経費の上限は、合計30万円（税抜）です。



（別紙２）

２．補助金交付申請額
	（１）補助事業に要する経費
※上記１（Ａ）の金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	（２）補助対象経費
※上記１（Ｂ）の金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	（３）補助金交付申請額
☐①補助率３／４　☐②補助率２／３
	　　　　　　　　　　　　　円


（注１）（３）補助金交付申請額は、
①ひめボス宣言事業所、スゴ技企業、ＤＸ認定企業の場合、
補助対象経費×３／４又は、補助上限額２００万円のいずれか低い額を記入すること。
②上記①以外の場合、
補助対象経費×２／３又は、補助上限額２００万円のいずれか低い額を記入すること。
なお、いずれの場合も、千円未満は切り捨てとすること。
（注２）（３）補助金交付申請額が、３０万円未満となる場合は、補助下限額を下回るため、申請できません。



（別紙３）
収支予算書

１．支出の部
	補助事業に要する経費
（別紙２）２（１）の金額
	補助対象経費
（別紙２）２（２）の金額
	補助金交付申請額
（別紙２）２（３）の金額
	備考

	円
	円
	円
	





２．収入の部
	区分
	金額
	調達先
	備考

	本補助金
	円
	公益財団法人えひめ産業振興財団
	

	自己資金
	円
	
	

	その他
	円
	
	

	合計
	円
	
	


　（注１）国、県、市町等による、他の補助金は併用できません。



（別紙４）
誓 約 書

当社は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

１　補助業事者として不適当な者
（１）　暴力団（愛媛県暴力団排除条例（平成22年愛媛県条例第24号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき
（２）　事業所の役員等（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき
（３）　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
（５）　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
（６）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第４項に規定する接待飲食等営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又はこれらに類する営業を営む者であるとき

２　補助事業者として不適当な行為をする者
（１）　暴力的な要求行為を行う者
（２）　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
（３）　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
（４）　偽計又は威力を用いて補助事業を担当する機構職員等の業務を妨害する行為を行う者
（５）　本補助金の交付規程及び募集要領に記載する事項を遵守しない者
（６）　その他前各号に準ずる行為を行う者

公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様

令和　　年　　月　　日
住　　所
名　　称　
代表者職氏名
　

様式第２号（第８条関係)
番号
令和　年　月　日
公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
名　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金変更承認申請書

  　令和　年　月　日付けえ産財第　　号で、補助金交付決定通知のあった標記補助事業を、下記のとおり変更したいので、県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第８条第1項の規定により、その承認を申請します。

記

１　変更の理由
  

２　変更の内容
　（１）事業内容の変更
 

　（２）経費の変更
既交付決定額　　　金　　　　　　　円
変更承認申請額　　金　　　　　　　円
差引増減額　　　　金　　　　　　　円

３　申請関係書類
（１）補助事業変更計画書（別紙１）
（２）支出内訳書（別紙２）
　（３）収支予算書（別紙３）



【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。

（別紙１）
補助事業変更計画書

１．申請者の概要
	（１）申請者の概要
	会社名
	

	
	本社所在地
【募集要領３（１）】
	

	
	資本金
	

	
	従業員数
	

	
	主な事業内容
	

	
	認定区分
本申請で該当するものだけを選択（■）
【募集要領５】
	1 ☐ひめボス宣言事業所
☐スゴ技企業　　　　　 … 補助率３／４
☐ＤＸ認定企業
2 ☐上記①以外 ……………… 補助率２／３

	（２）申請の担当者
	部署名
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



２．申請の目的等
	（１）申請目的【募集要領２】
本補助金を活用した、複数年先も見据えた採用活動強化につながる取組を記載してください。

	









	（２）申請メニュー【募集要領４（１）】
募集要領４（１）記載の①～⑦の中から、２つ以上を選択（■）して申請してください。

	☐①合同企業説明会への出展費用
☐②職場体験や内定者フォローの内容充実に係る資料等の作成費用
☐③事業所等の紹介パンフレットの刷新、採用ＨＰ新設・改修、ＰＲ動画の製作、ＳＮＳ活用等に係る委託料
☐④新たに企業説明会への出展や大学で自社ＰＲ等を行うために要する旅費
☐⑤就職情報サイトの登録利用料
☐⑥求人募集の広告費
☐⑦採用強化のための社員研修費


[bookmark: _Hlk164414403]


（別紙２）
支出内訳書

１．補助対象経費【募集要領４（１）】
（利用しない区分の欄は適宜削除してください。行の不足があれば適宜追加してください。）
	区分
	内容
	金額（税込）
	金額（税抜）

	①合同企業説明会への出展費用
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	②職場体験や内定者フォローの内容充実に係る資料等の作成費用
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	③事業所等の紹介パンフレットの刷新、採用ＨＰ新設・改修、ＰＲ動画の製作、ＳＮＳ活用等に係る委託料
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	④新たに企業説明会への出展や大学で自社ＰＲ等を行うために要する旅費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑤就職情報サイトの登録利用料
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑥求人募集の広告費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	⑦採用強化のための社員研修費
	
	円
	円

	
	
	円
	円

	
	（合計欄）
補助事業に要する
経費（Ａ）
	（合計欄）
補助対象経費（Ｂ）

	
	円
	円




（別紙２－１）

１－１．旅費の内訳【募集要領４（１）②④】
（上記１②及び④で旅費に該当がある場合のみ、その内訳を入力してください。該当がない場合は、このページの提出は不要なので、削除してください。行の不足があれば適宜追加してください。）

【１②に係る旅費】
	区分
	内容
	旅費（税込）
	旅費（税抜）

	１人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	１人目計
	円
	円

	２人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	２人目計
	円
	円

	１②旅費小計（Ｃ）
	円
	円


（注１）内定者研修を開催するため、申請者が負担する内定者の旅費の内訳を記入してください。
（注２）補助対象経費の上限は１人当たり３万円（税抜）です。ただし、片道交通費は１人当たり１万円（税抜）、宿泊費は１人当たり１泊１万円（税抜）が上限です。

【１④に係る旅費】
	区分
	内容
	旅費（税込）
	旅費（税抜）

	１人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	１人目計
	円
	円

	２人目
	片道交通費（往路）
	円
	円

	
	宿泊費（１泊）
	円
	円

	
	片道交通費（復路）
	円
	円

	
	２人目計
	円
	円

	１④旅費小計（Ｄ）
	円
	円


（注３）本補助金の申請を機に、新たに県内外の合同企業説明会等や大学訪問等を行うためにかかる旅費の内訳を記入してください。既に定期的に行っているものは対象外です。
（注４）補助対象経費の上限は１人当たり５．５万円（税抜）です。ただし、片道交通費は１人当たり２万円（税抜）、宿泊費１人当たり１泊１．５万円（税抜）が上限です。

	
	旅費（税込）合計
	旅費（税抜）合計

	旅費合計（Ｃ＋Ｄ）
	円
	円


（注５）１②及び④の旅費の補助対象経費の上限は、合計30万円（税抜）です。


（別紙２）

２．補助金交付申請額
	（１）補助事業に要する経費
※上記１（Ａ）の金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	（２）補助対象経費
※上記１（Ｂ）の金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	（３）補助金交付申請額
☐①補助率３／４　☐②補助率２／３
	　　　　　　　　　　　　　円


（注１）（３）補助金交付申請額は、
①ひめボス宣言事業所、スゴ技企業、ＤＸ認定企業の場合、
補助対象経費×３／４又は、補助上限額２００万円のいずれか低い額を記入すること。
②上記①以外の場合、
補助対象経費×２／３又は、補助上限額２００万円のいずれか低い額を記入すること。
なお、いずれの場合も、千円未満は切り捨てとすること。
（注２）（３）補助金交付申請額が、３０万円未満となる場合は、補助下限額を下回るため、申請できません。




（別紙３）
収支予算書

１．支出の部
	補助事業に要する経費
（別紙２）２（１）の金額
	補助対象経費
（別紙２）２（２）の金額
	補助金交付申請額
（別紙２）２（３）の金額
	備考

	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	





２．収入の部
	区分
	金額
（変更後）
	金額
（変更前）
	調達先
	備考

	本補助金
	円
	円
	公益財団法人えひめ産業振興財団
	

	自己資金
	円
	円
	
	

	その他
	円
	円
	
	

	合計
	円
	円
	
	


　（注１）国、県、市町等による、他の補助金は併用できません。


様式第３号（第９条関係)
番号
令和　年 月 日
  公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地
名　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金に係る補助事業中止（廃止）
承認申請書

令和　年　月　日付けえ産財第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助事業を、中止（廃止）したいので、令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第９条の規定により、その承認を申請します。

記


  １  中止（廃止）の理由






  ２  中止の期間（廃止の時期）






【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。



様式第４号（第10条関係)
書番号
令和　年　月　日

公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地
名　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書

令和　年　月　日付けえ産財第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助事業に係る遅延等について、県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第10条の規定により、下記のとおり報告します。

記


１　遅延等の内容及び原因


２　遅延等に対する措置


３　補助事業の進捗状況及び完了の予定



※遅延等の理由を立証する書類を添付すること。


【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。
様式第５号（第11条関係)
番号
令和　年　月　日

公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様


　　　　　　　所在地
名　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金に係る補助事業実績報告書

令和　年　月　日付けえ産財第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助事業の実績について、県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第11条の規定により、下記のとおり報告します。

記


  １　補助金所要額                              金　　　　　　　　円

  ２　関係書類
　（１）補助事業実績報告書（別紙１）
  （２）支出明細書（別紙２）
  （３）収支決算書（別紙３）

　３　添付書類
（１）補助事業を実施したことがわかる書類（写真や内容がわかる資料等）
（２）補助事業に係る経費を支払ったことを証する書類（契約書及び領収書等の写し）



【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。


（別紙１）
補助事業実績報告書

１．補助事業の実績等
	（１）補助事業の実績
本補助金を活用して実施した事業の実績について記載してください。

	










	（２）今後の採用活動の展望
補助事業の実績等を踏まえ、今後どのように採用活動に取り組むか記載してください。

	
















（別紙２）
支出明細書

１．支出明細表
（行の不足があれば適宜追加してください。）
	支出明細
	支出済額
（消費税等を除く）
	支払先
（支払月日）
	補助金
充当額
	備考

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	小　計
	円
	
	円
	

	補助金申請額（千円未満切り捨て）
	
	
	円
	


（注１）「補助金充当額」とは、「①ひめボス宣言事業所、スゴ技企業、ＤＸ認定企業」の場合、「補助対象経費」の４分の３、「②上記①以外」の場合、３分の２の額であって、補助事業者が補助金を充当しようとする額をいう。
（注２）本表の「補助金申請額」と（別紙３）収支決算書の「補助金申請額」の「決算額」が一致すること。




（別紙３）
収支決算書

１．支出の部
	補助事業に要した経費
	補助対象経費
（消費税等を除く）
	補助金申請額
	備考

	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


（注１）予算額とは、補助金交付申請書（別紙３）に記載した金額をいい、補助事業計画を変更した場合は、その承認を受けた計画の変更後の金額をいう。
（注２）予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。



２．収入の部
	区分
	金額
	調達先
	備考

	本補助金
	円
	公益財団法人えひめ産業振興財団
	

	自己資金
	円
	
	

	その他
	円
	
	

	合計
	円
	
	


（注１）支出の部の「補助事業に要した経費」の「決算額」と収入の部の「合計」が一致すること。


様式第６号（第13条関係)
書番号
令和　年　月　日

公益財団法人えひめ産業振興財団
理事長　大塚　岩男　様


　　　　　　　所在地
名　　称
代表者職氏名

令和８年度県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金精算払請求書

  令和　年　月　日付けえ産財第　　号で、交付決定の通知があった標記補助金について、県内企業等採用活動緊急支援事業費補助金交付規程第13条の規定により、下記のとおり請求します。

記

一金　　　　　  　　　円也

  　内訳  交付決定額       金　　　  　　　　　円也

    　　　今回請求額       金　　　　  　　　　円也
 
	金 融 機 関 名
	銀行　　　　　　支店

	口 座 の 種 別
	普通　 ・　当座

	口　座　番　号
	

	( フ リ ガ ナ )
口 座 名 義 人
	




【本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先】
	責任者
	職：
	氏名：
	連絡先：

	担当者
	職：
	氏名：
	連絡先：


（注１）本件責任者及び担当者の職氏名・連絡先を記入し、財団が指定する者のメールアドレスを宛先に設定の上、
電子メールにて提出すること。
（注２）「責任者」欄には、法人内において権限の委任を受けた役職員を、「担当者」欄には、本申請に関する事務
を担当する者を記入すること。
